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平成２９年４月

野田市立木間ケ瀬中学校

学校いじめ防止基本方針
１ いじめの定義

児童生徒に対して，当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等，当該児童生徒と

一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む。）であって，当該行為の対象となった児童生

徒が心身の苦痛を感じているもの。

２ 教師が持つべき認識と対応

◎いじめについては，「どの子どもにも，どの学校においても起こり得る」ものである

という基本的認識に基づいて。

(1)弱いものをいじめることは人間として絶対に許されない」との強い認識を持つ。
どのような社会にあっても，いじめは許されない，いじめる側が悪いという明快な一

事を毅然とした態度で行きわたらせる必要がある。いじめは子どもの成長にとって必

要な場合もあるという考えは認められない。また，いじめをはやし立てたり，傍観し

たりする行為もいじめる行為と同様に許されない。

(2)いじめられている子どもの立場に立った親身な指導を行う。
子どもの悩みを親身になって受け止め，子どもの発する危険信号をあらゆる機会を捉

えて鋭敏に感知するよう努める。自分のクラスや学校に深刻ないじめ事件が発生し得

るという危機意識を持つ。なお，いじめの件数が少ないことのみをもって問題なしと

することは早計である。

(3)いじめの問題は，教師の生徒観や指導の在り方が問われる問題である。
個性や差異を尊重する態度やその基礎となる価値観を育てる指導を推進する。道徳教

育，心の教育を通してかけがえのない生命，生きることの素晴らしさや喜びなどにつ

いて指導することが必要である。

(4)家庭・学校・地域社会など全ての関係者が，一体となって真剣に取り組む問題であ
る。

３ 学校が講ずべき基本的施策

（1）道徳教育等の充実（2）早期発見のための措置（3）相談体制の整備
（4）インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進

４ 個別のいじめに対して学校が講ずべき措置

（1）いじめの事実確認，（2）いじめを受けた児童生徒又はその保護者に対する支援，
（3）いじめを行った児童生徒に対する指導又はその保護者に対する助言

＊以上，いじめ防止対策推進法より
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（1）道徳教育等の充実
・未発達な考えや道徳的判断の低さから起こる「いじめ」に対し，道徳の授業が大きな力

を発揮する。とりわけ，いじめ問題は，他人を思いやる心や人権意識の⽋如から発生する

ものであり，いじめをしない，許さないという，人間性豊かな心を育てる

・生徒達は，心根が揺さぶられる教材や資料に出会い，人としての「気配り」や「心づかい」，

「やさしさ」 等に触れれば，自分自身の生活や⽋動を省み，いじめの抑止につながると

考えられる。道徳の授業では， 学級の児童生徒の実態に合わせて，題材や資料等の内容

を十分に検討したうえで取り扱う。

（2）早期発見のための措置
・日常の観察

休み時間や昼休み，放課後の雑談等の機会に，生徒達の様子に目を配る。「生徒達がいる

ところには，教職員がいる」ことを目指し，生徒達と共に過ごす機会を積極的に設ける。

・集団を見る視点が必要

学級（部活）内にどのようなグループがあり，そのグループ内の人間関係がどうであるか

を把握する。また，気になる言動が見られた場合，グループに対して適切な指導を行い，

関係修復にあたる。

・教育相談（６月，１１月）いじめアンケート（年３回），ＱＵ調査（年２回）を実施

し，生徒・保護者からのいじめに対する情報の収集に努める。

（3）相談体制の整備（三者面談，チャンス相談，相談室における教育相談，家庭訪問）
＊生徒達が，教職員や保護者へいじめについて相談することは，非常に勇気がいる行為であ

る。いじめている側から「チクった」と言われて，いじめの対象になったり，さらにいじ

めが助長されたりする可能性があることを教職員が十分に認識し，その対応について細心

の注意を払う。

・本人からの訴えには

実際に訴えがあった場合には全力で守る手だてを考える。保健室や⽋談室等の一時的に危

険を回避する時間や場所を提供し，担任やカウンセラーを中心に，本人の心のケアに努め

るとともに，具体的に心身の安全を保証する。また，事実関係や気持ちを傾聴する。

・周りの生徒からの訴えには

他の生徒たちから目の届かない場所や時間を確保し，勇気ある行動を称え，情報の発信元

は，絶対に明かさないことを伝え，安心感を与える。

・保護者からの訴えには

保護者がいじめに気づいた時に，即座に学校へ連絡できるよう，日頃から保護者との信

頼関係を築く。(問題が起こった時だけの連絡や家庭訪問では，信頼関係は築けない。問

題が起こっていない時こそ，保護者との信頼関係を築くチャンスである。)

・教職員が発見した場合

早急に事実確認をし，事実であった場合その行為を止めるよう指導する。

１ いじめの未然防止・早期発見のための方策・組織
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年 間 計 画

４ 委員会定例会①（年度当初状況確認） 10 文化的行事における状況把握

月 いじめ防止職員研修①（職員会議） 月 生活アンケート実施(生徒・保護者)

５ ＱＵアンケート実施① 11 いじめアンケート追跡調査

月 いじめアンケート① 月 保護者・生徒共学の命の授業

三者面談②

６ 保護者・生徒共学の情報モラル教室 12 委員会定例会③

月 委員会定例会②（いじめアンケート 月 （追跡調査の把握と対策）

結果の実態把握と対策） 冬期休業前学級懇談

生活アンケート実施(生徒・保護者)

二者面談

７ 夏期休業前学級懇談 １ いじめアンケート追跡調査

月 三者面談① 月

８ いじめ防止職員研修② ２ 委員会定例会④ （追跡調査の把握

月 月 と対策）

９ 体育的行事における状況把握 ３ 新入生情報聞きとり（各小学校）

月 月 年度末学級懇談

いじめ防止対策推進委員会

いじめ発生

いじめ防止対策推進委員会

校内において，いじめの未然防止・早期発見・

実態把握・対応の中心となって活動する。

＜構成員＞

校長，教頭，主幹，生徒指導主任，

学年主任，スクールカウンセラー

保護者・地域との連携

学校評議委員会

野田警察署

柏児童相談所

ひばり教育相談

いじめ対策室

０１２０－８８９７５６

＜調査班＞
学年主任，生徒指

導主任，担任

＜対応班＞
学年主任，担任，部

活顧問，学年職員等

緊急対応会議

校内組織

・生徒指導部

・１学年

・２学年

・３学年

・道徳部会
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招集・指揮

適宜連絡

報 告

共 通 報告

理 解

支援

連絡・相談

支援

※解消…行為が止んでいること

心身の苦痛を感じていないこと

２ いじめが起こった場合の組織的対応

日常の観察・アンケート・教育相談・周りの児童生徒の訴え等

情報を得た教職員

担任・学年主任等

生徒指導主任

いじめ防止対策推進委員会

主幹 校長・教頭

報告・共通理解

調査班編成

事案の状況により，メンバーの決定

報告・事実関係の把握

指導方針の決定，指導体制の編成

対応班編成

事案の状況により，メンバーの決定

保護者

野
田
市
教
育
委
員
会

職
員
会
議

対応班による対応班による

いじめ解消に向けた指導い

※ 解 消

継続指導・経過観察

対応再再再発防止・未然防止活動

学校だけで解決が困難な事例

野田警察署

柏児童相談所

ひばり教育相談

いじめを認知した場合は，教職員が一人で抱え込まず，学年及び学校全体で対応するこ

とが大切である。学級担任が一人で抱えこみ，配慮に欠ける対応をしたため，児童生徒

をよりつらい状況に追い込んでしまい，保護者とのトラブルに発展してしまうことがあ

る。 そういった状況を避けるためにも，いじめ防止対策推進委員会を開催し，今後の

指導方針を立て，組織的に取り組み，迅速に事案の解決にあたる。
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○ 生命・心身に重大な被害が生じた疑いや，相当の期間学校を欠席することを

余儀なくされている疑いがある場合は，「いじめに係る対応の手引き」等に

基づ いた対処を確実に行う。

○ 重大事態について

ア）「生命・心身に重大な被害が生じた疑い」

・ 児童生徒が自殺を企図した場合

・ 身体に重大な傷害を負った場合

・ 金品等に重大な被害を被った場合

・ 精神性の疾患を発症した場合 等

イ）「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある場

合」

・ 年間３０日を目安とする。

・ 一定期間連続して欠席している場合は，迅速に調査に着手する。

○ 児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあった

と きは次の対処を行う。

ア）いじめ対策委員会で，いじめの疑いに関する情報の収集と記録，共有

を 行う。

イ）校長は，いじめの事実の確認を行い、結果を教育委員会に報告する。

※ 教育委員会が，重大事態の調査の主体を判断

＜学校を調査主体とした場合＞

１ 学校は，直ちに教育委員会に報告する。

２ 学校は，教育委員会の指導・支援の下，学校の下に，重大事態の調査組織

（いじめ対策委員会を母体とした）を設置する。

３ 学校は，いじめ対策委員会で，事実関係を明確にするための調査を実施す

る。

４ 学校は，いじめを受けた児童（生徒）及びその保護者に対して，情報を適

切 に提供する。

５ 学校は，調査結果を教育委員会に報告する。

６ 学校は，調査結果を踏まえた必要な措置を行う。

＜教育委員会が調査主体となる場合＞

１ 学校は、教育委員会の指示の下，資料の提出など調査に協力する。

３ 重大事態への対応


